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第一 2022 年の繊維製品輸入動向 

Ⅰ. 総  論 

1. 繊維製品の輸入動向 

世界経済は、2020年から始まった新型コロナウイルス感染症と中国のゼロコロナ政策による世界的

影響に加え、2022 年 2 月 24 日のロシアによるウクライナ侵攻によるエネルギー問題やサプ

ライチェーンへの影響、更には欧米主要国による金融引き締め政策を起因とする物価高に

よって景気減速が懸念されるなど、大変厳しい環境を強いられてきた。 

我が国は、2022 年 3 月 21 日に「まん延防止等重点措置」の解除を最後に、新型コロナウイルス

感染症に伴う厳しい行動制限が解除されウイズコロナへと舵が切られ、経済と社会活動の正常化を

目指す中で、コロナ禍により停滞していた消費者の旺盛な需要が表面化していく一方で、円安の

加速と原材料価格の上昇、エネルギーコストの高騰などに起因する物価高によって、消費動向が

懸念されるところであった。 

このような環境の下、我が国に輸入される繊維製品の73％を占める衣類の2022年輸入実績は、

金額円ベースで2019年の輸入実績を上回り3兆3,821億円（2019年比108.8％、2021年比126.7％）

となった。次に 17.8％のシェアを占める二次製品の 2022 年の輸入実績は、金額円ベースで 8,265

億円（2019 年比 143.5％、2021 年比 122.7％）となり、以下、5.9％のシェアを占める織物類の

2022 年の輸入実績は、金額円ベースで 2,720 億円（2019 年比 108.8％、2021 年比 122.2％）、3.3％

のシェアを占める糸類の 2022 年の輸入実績は、金額円ベースで 1,543 億円（2019 年比 127.5％、

2021 年比 143.7％）と増加に推移した。 

2022 年の繊維製品の輸入実績の合計は、数量が 253.2 万トン（2019 年比 99.3％、2021 年比

102.7％）、ドル金額 350.8億ドル（2019年比 94.3％、2021年比 104.9％）、円金額では 4兆 6,348.6

億円（2019 年比 114.3％、2021 年比 126.2％）となった。 

 

（1) 2022 年 繊維製品･輸入総括表 

 百万円 前年比 百万㌦ 前年比 千㌧ 前年比 

糸 類 154,276 143.7 1,174 120.2 265 103.8 

織 物 類 271,959 122.2 2,069 102.1 412 98.1 

衣 類 3,382,112 126.7 25,566 105.2 1,003 103.2 

二 次 製 品 826,515 122.7 6,272 102.3 853 104.2 

繊維製品合計 4,634,862 126.2 35,081 104.9 2,532 102.7 

出所:財務省貿易統計(確々報値) （注）: 前年比は％ 
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 (2) 2022 年 繊維製品･主要供給国 

 百万円 前年比 百万㌦ 前年比 千㌧ 前年比 

1 中 国 2,612,997 121.3  19,777 100.9  1,462 100.9  

2 ベ ト ナ ム 666,722 139.2  5,046 115.7  323 113.5  

3 バングラデシュ 185,850 137.5  1,407 114.4  86 105.0  

4 インドネシア 167,891 124.7  1,271 103.7  140 99.5  

5 カンボジア 161,986 130.0  1,226 108.1  53 103.4  

6 ミ ャンマー 144,425 193.3  1,093 160.7  48 161.8  

7 イ タ リ ア 121,151 129.6  917 107.8  5 110.1  

8 タ イ 107,142 125.3  811 104.2  107 101.8  

9 イ ン ド 56,622 128.6  429 106.9  32 98.9  

10 台 湾 53,996 119.5  409 99.4  87 97.9  

そ の 他 諸 国 356,052 117.9  2,695 98.0  189 96.0  

全  世  界 4,634,862 126.2  35,081 104.9  2,532 102.7  

換 算 レート 132.12 円/㌦ 

出所：財務省貿易統計(確々報値) （注）: 前年比は％ 

 

2022 年 繊維製品･主要供給国をみると上位 10 ヶ国は、1 位中国（数量 前年比 100.9％、円金額 

前年比 121.3％）は、数量が横ばい、金額は為替により増加に推移した。以下、円金額ベースでの

輸入国順位は（2位）ベトナム、（3位）バングラデシュ、（4位）インドネシア、（5位）カンボジア、

（6 位）ミャンマー、（7 位）イタリア、（8 位）タイ、（9 位）インド、（10 位）台湾となった。 

 

輸入相手国第1位の中国は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の抑え込みに成功したが、

ゼロコロナ政策による工場操業停止、物流停滞などに加え原材料価格の上昇などマイナスの

要因があるものの極端な輸入への影響はなく堅調に推移し、輸入相手国第 2 位のベトナムや、

第 3 位のバングラデシュなどからの輸入はこれまでの反動から増加した。特に、ミャンマーは、

新型コロナウイルス感染拡大や 2021 年 2 月の政変により、生産体制が不安定となり欧州や

日本からの発注が中断したものの、現在はそれぞれの地域からの発注も増加し、新型コロナ

ウイルス感染拡大以前の水準まで輸入が回復してしる。 

近年では、中国での生産諸コストの上昇や米中貿易摩擦・人権問題等の回避、コロナ禍に
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おけるサプライチェーンの見直し、アセアン諸国との経済連携協定（EPA）制度や LDC 特恵

制度などの適用によるコスト削減を理由に、中国からアセアン諸国に生産地をシフトする動きが

依然として続いており、ベトナムを中心としたアセアン諸国からの輸入シェアが伸びている。 

この繊維製品輸入の背景を考えると、第一には海外と日本の生産コストの差が主たる要因で

あるが、同時に海外生産で、現地や第 3 国間で原材料の供給が可能となっており、それらの

品質が向上していることや、多品種・小ロット、短納期など日本市場で求められる条件に対応

できるようになったことが要因としてあげられる。昨年 1 月に発効した「地域的な包括的経済

連携（RCEP）協定」は、中国からの日本の輸入において、衣類については関税が段階的に

削減され 16 年目からゼロとなるステージングが設定されている中で、アセアン諸国においては

衣類の原産地規則は緩和された印象で、中国からアセアン諸国への原材料の供給が加速すると

見込まれるが、新型コロナウイルス感染症や米中貿易摩擦・人権問題などによりサプライ

チェーンにおける供給への制約が浮き彫りになったことが懸念される。 

 

2. 我が国の輸入を支える貿易制度 

これら輸入を支える我が国の貿易制度として（1）加工再輸入減税制度（関税暫定措置法

第 8 条、通称「暫 8」）、（2）経済連携協定（EPA）や自由貿易協定（FTA）等の関税暫定措置

法に基づく特恵関税輸入制度が挙げられる。 

 

（1）加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第 8 条、通称「暫 8」） 

加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第 8 条第 1 項、通称「暫 8」）は、我が国から加工又は

組立のために輸出された貨物を原材料とした製品が、その原材料の輸出許可の日から原則

として 1 年以内に輸入される場合にその製品に課される関税のうち原材料相当分を軽減する

制度である。 

この暫 8 活用の主要国は中国であるが、地域的な包括的経済連携（RCEP）協定の発効によって、

暫 8 よりも関税メリットが期待されたところであるが、RCEP を適用し中国から輸入する場合、

関税が段階的に削減され、糸類や織物類のほとんどが 11 年目に撤廃、衣類のほとんどが 16 年目に

撤廃されることとなっており、2023 年 3 月末までの時限立法である暫 8 の更なる適用期限の

延長が望まれることから、財務省の「関税改正要望」に更なる適用延長を求め第 211 回通常

国会において令和 8 年 3 月 31 日までの延長が認められた。 

 

（2）関税暫定措置法に基づく特恵関税輸入制度 

①特別特恵措置 

関税暫定措置法第 8 条第 2 項が「特恵関税制度」である。現在、バングラデシュにおいては、

特恵関税制度の中で、後発開発途上国（LDC：Least Developed Country）を対象とした特別

特恵措置（LDC 特恵措置）が適用されており、繊維品に関しては原産地規則を満たすことにより

日本の輸入関税がゼロで輸入されているところ、2026 年 11 月 24 日に LDC からの卒業が見込まれ

ており、以降、特別特恵措置の適用を受けられない予定で、日本政府は、バングラデシュ政府と
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の間で、「あり得べき日・バングラデシュ経済連携協定（EPA）に関する共同研究」を立ち上げる

ことを 2022 年 12 月に発表している。 

 

②我が国の経済連携協定等の取組 

我が国では EPA や FTA の整備が進められている。EPA では定められた原産地規則を満たす

場合に、当該輸入国での関税がゼロもしくは低減される制度で、繊維品輸入での活用が進ん

でいる。外務省によると 2023 年 2 月現在で、我が国が締結している発効済・署名済の EPA / 

FTA は 21 の国と地域（シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、

ブルネイ、ASEAN 全体、フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー、オーストラリア、

モンゴル、TPP12（署名済）、TPP11、EU、米国、英国、RCEP）で、交渉中が 3 つの国と地域

（トルコ、コロンビア、日中韓）となっている。 
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Ⅱ. 主要繊維製品の輸入状況 

1. 糸 類 
(1) 生糸・絹糸 

実需者への生糸の関税割当制度は農林水産省令により、国内産業の保護の観点から継続

されている。財務省統計によると、2021 年は中国・ブラジル等からの生糸輸入数量は 219 トン、

前年比 118.6％、輸入金額が 1,968 百万円で前年比は 155.6％となった。内訳として、輸入数量は

中国が 145 トン、127.4％、輸入金額は 1,287 百万円、159.2％、同様にブラジルは 73 トン、

102.8％、669 百万円、146.5％であった。 

また絹糸は、洋装用及び生糸代替用撚糸輸入が主流であった。2022 年の絹糸輸入数量は 862

トン、前年比 117.5％、輸入金額は 6,719 百万円、前年比 160.6％となり、輸入数量、輸入金

額とも増加した。内訳として、輸入数量は中国 599 トン、120.9％、輸入金額は 4,514 百万円、

159.9％、同様にベトナムは 165 トン、116.7％、1,570 百万円、163.3％、タイは 52 トン、85.3％、

215 百万円、114.5％、ブラジルは 37 トン、137.4％、380 百万円、199.3％、インドは 9 トン、

100.3％、29 百万円、199.0％であった。 

(2) 毛 糸 

2022 年の毛糸の輸入は、数量が前年比 55.8％の増加、金額も 96.2％の大幅増となり、数量

および金額ともに 2019 年以降続いた 10％以上の減少から 4 年ぶりの増加となった。3 年連続で

減少した反動に加え、2020 年以降続いた世界的な新型コロナウイルス感染拡大による外出

制限の緩和による外出機会の増加などで需要が高まった。 

糸種別では、紡毛糸が 3 年続いた減少から反転増加し数量で 64.9％増、金額も 94.8％の

大幅増。また、太宗を占める梳毛糸も旅行や各種イベントなど外出機会の増加による着用

機会の増加などから、数量が 52.4％増と 5 年ぶりの増加、金額も 97.2％増とほぼ 2 倍となり

4 年ぶりの増加となった。 

供給国別に数量で見ると、輸入量の 4 割強を占める第 1 位の中国が 41.0％の増加。更に、

第 2 位のタイは 77.3％増、第 3 位のインドも 99.4％の大幅増となった。このほかでは、第 4 位の

韓国が約 3.6 倍に激増した一方で、ベトナムやマレーシアは 20％以上減少した。 

(3) 綿 糸 

2022 年の綿糸は新型コロナウイルス禍による需要の減少から回復することが出来ていない中、

綿花相場高騰に加え、物価高による生活必需品も高騰したことにより、国内需要は盛り上がりに

欠け 2021 年よりも減少するという結果となった。コンテナ不足をはじめとした物流費などの

コストアップも続いており数量で 47,380 トン、前年比 99.1％、金額は 34,929 百万円、前年比
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152.0％となった。国別ではインドネシアが 12,736 トン、89.0％、7,711 百万円、136.5％、

インドが 7,366 トン、94.4％、8,091 百万円、151.6％、ベトナムが 8,333 トン、109.1％、5,333

百万円、168.3％、パキスタンが 10,352 トン、115.7％、5,594 百万円、181.3％、中国が

3,627 トン、98％、3,890 百万円、140.5％となった。 

(4) 人繊糸 

人繊長糸は、ポリエステル、ナイロン、スパンディクス（ポリウレタン）類および不織布

用のポリプロピレンを中心に数量で 176,804 トン、前年比 104.6％、金額では 79,869 百万円、

前年比 136.0％となった。国別では中国が 47,643 トン、110.6％、23,529 百万円、138.6％、台湾が

41,997 トン、105.9％、17,791 百万円、140.7％、タイが 21,647 トン、90.9％、10,306 百万円、

128.7％、インドネシアが 17,683 トン、113.8％、6,335 百万円、141.8％、ベトナムが 20,240

トン、119.1％、6,641 百万円、164.5％、韓国が 9,404 トン、83.2％、3,478 百万円、92.4％と

なった。 

人繊短糸は、T/C，T/R，アクリル類を中心に数量で 32,370 トン、前年比 103.2％、金額で

18,771 百万円、前年比 137.3％となった。国別ではインドネシアが 17,747 トン、97.9％、7,978

百万円、138.5％、中国が 5,651 トン、108.4％、4,926 百万円、128.6％、ベトナムが 4,021 トン、

115.4％、1,934 百万円、157.5％、タイが 1,937 トン、101.6％、1,245 百万円、123.3％、インドが

1,664 トン、138.8％、1,164 百万円、206.0％となった。 

2. 織 物 類 
(1) 絹織物 

絹製品の輸入は増加しているものの、絹織物は国内市場の低迷をはじめ、国内の縫製キャ

パシティが無く、染色工場、精錬工場などの作業力も弱いことから前年並みの輸入となり、

数量が 2,803 千 SM、前年比 101.8％、金額では 4,022 百万円、前年比 126.9％となった。国別

では中国が 1,566 千 SM、98.2％、1,744 百万円、125.7％、ベトナムが 1,057 千 SM、108.9％、

1,650 百万円、135.4％、イタリアが 98 千 SM、102％、368 百万円、105.7％、インドは 38

千 SM、83.5％、87 百万円、113.5％となった。 

(2) 毛織物 

2022 年の毛織物の輸入は、数量が前年比 56.2％増、金額も 72.2％増加となり、数量が 6 年

ぶりの増加、金額も 3 年ぶりの増加となった。スーツやフォーマルなどの需要回復に伴い

大幅に増加したが新型コロナウイルスの感染拡大などでこの数年は減少が続いたため、

2019 年と比べると数量は 56％、金額が 65％の水準に留まっている。 

内訳は、紡毛織物が数量で 1.7％減と前年の 17.9％減から改善したものの 3 年連続で減少、

金額は同 16.3％増と増加に転じた。また、主力の梳毛織物は数量が 66.8％増と 6 年ぶりに

増加し、金額も 89.8％増と 4 年ぶりに増加した。 
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国別に見ると、数量では輸入相手国第 1 位の中国が数量で同 60.6％増、金額も 91.9％増加。

また、第 2 位のイタリアも数量で 58.2％増、金額も 70.3％増加し、金額では 10 年続けて

第１位となった。続いて、第 3 位のイギリスも数量が 48.3％増、金額も 59.9％増となり、数量、

金額ともに 3 年ぶりの増加となった。この他では、インドが数量でほぼ横這い、金額は 20％を

超える増加、また、トルコも数量、金額ともに増加した。 

(3) 綿織物 

綿織物の需要は、綿花価格の高騰をはじめ為替や原料高の影響を受け厳しい状況が続いて

いる。また、イベント向け幟やホテルなどは堅調に推移しているが店頭での切り売りの販売は

苦戦しており、数量で 170,875 千 SM、前年比 90.6％、金額で 27,233 百万円、前年比 125.2％と

なった。国別では中国が 74,830 千 SM、93.1％、10,556 百万円、123.7％と数量では減少した。

アセアン諸国では、インドネシアが 36,311 千 SM、89.2％、4,646 百万円、122.2％、パキスタ

ンが 36,964 千 SM、87.7％、3,963 百万円 130.2％、タイが 9,554 千 SM、76.1％、1,681 百万円、

94.8％、インドが 3,462 千 SM、75.3％、804 百万円、117.4％と数量で大きく減少し、結果として

アセアンからの輸入数量も 50,563 千 SM、88.8％、7,372 百万円、119.0％と減少となった。 

(4) 人繊織物 

人繊長織物は、衣類、インテリア類、産業資材類等の多岐用途に供されるが、スポーツや

アウトドア向けの商材は荷動きが活発でユニフォーム関連の需要も高まり回復基調を続けて

いるが、物価上昇の影響で国内需要は厳しい状況が続いている中、数量で 392,901 千 SM、前

年比 107％、金額で 38,413 百万円、前年比 136.3％とやや回復した。国別では中国が 204,231

千 SM、100.1％、15,047 百万円、127.3％、韓国が 46,826 千 SM、123.3％、5,267 百万円、145.2％、

インドネシアが 45,799 千 SM、120.2％、4,959 百万円、149.5％、台湾が 22,804 千 SM、81.5％、

3,664 百万円、122.4％となった。 

人繊短織物は、数量で 231,462千 SM、前年比 115.7％、金額では 22,111百万円、前年比 149.5％

となった。国別ではインドネシアが 146,556 千 SM、111.0％、8,985 百万円、140.7％、中国が

50,447 千 SM、125.0％、7,022 百万円、165.2％、タイが 17,374 千 SM、106.7％、2,000 百万

円、134.5％、マレーシアが 6,519 千 SM、134.0％、811 百万円、157.7％となった。 

3. 衣 類 
2022 年の衣類輸入額は、ニット製衣類、布帛製衣類、その他衣類･付属品類合計で、3 兆 3,821

億円、前年比 26.7％増と、2019 年から 2 年続いた減少から増加に転じた前年に続き増加と

なった。なお、ドルベースでは 256 億ドルと 5.2％増加し 4 年ぶりに増加、また、数量（トン）は

3.2％増と 2 年続けて増加した。2020 年以降の新型コロナウイルス感染拡大による制約が徐々に

緩和され各種イベントや催事の開催が増えたため外出着などの需要が高まる一方で、環境負荷に

対する意識変化から過剰供給の見直し、また、原材料価格の高騰や円安などのコスト上昇、上海
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などでのロックダウンによる物流の混乱など、衣類輸入に大きな影響が及んだ。 

首位中国のシェアは、衣類合計数量（㌧）が 60.7％（2.8 ㌽減)、金額では 55.6％（2.9 ㌽減)と、

数量のシェアが 2007 年（91.7％）をピークに 13 年連続で減少していたところ増加に転じた

2021 年から再び減少し、金額も 2009 年（84.0％）をピークに 11 年続いた減少から前年は

増加に転じたが 2022 年は減少した。 

近年、中国での人件費をはじめとするコストの上昇や高付加価値産業への転換などもあり、

中国生産からアセアン諸国等との EPA など特恵関税制度を活用した輸入へのシフトが続き、

アセアンからは2005年以降2020年まで連続してシェアが上昇（数量4.9％→29.1％、金額5.6％

→31.0％）するなど「チャイナ・プラスワン」が進展している。2021 年はベトナムをはじめ

とするアセアン地域でのロックダウンやミャンマーの政変などで生産地を中国に戻す動きが

見られたが、一転して米中経済摩擦によるチャイナリスクの回避などから再びアセアンや

バングラデシュへシフトした。しかし、品質や納期、小ロット対応での優位性から中国生産は

一定程度維持されると思われる。 

また、EU の金額シェア（4.8％）は、2 年続けて減少した前年から変わらないものの、百貨店

など高級ブランドの売り上げは回復傾向が見られ、今後はインバウンド消費も期待される。 

2022 年の衣料品販売は、2020 年に世界各地で拡大した新型コロナウイルスによる外出制限

などの規制が緩和され、国内の需要も回復した。日本百貨店協会の発表によれば、全国の

百貨店における衣料品売上高は 14.2％増の 1 兆 3,270 億円と 2 年連続で増加した。婦人服は

17.1％増の 8,794 億円だが、ピークだった 1998 年の 2 兆 2,751 億円と比べ 4 割弱に縮小して

いる。一方、近年の消費行動の変化により、スマートフォンなどモバイル端末による EC（電子

商取引）市場は引き続き拡大しているものの、アフターコロナでの外出機会の増加によって

「リアル店舗」の価値を再評価する声も多く聞かれる。 

 

（以下、主な販路別特徴） 

○ショッピングセンター（SC）の既存店売上高は年間を通じて新型コロナウイルス感染拡大の影

響を受けた 2021 年比で 8.6％増（日本ショッピングセンター協会）となった。コロナ禍前の

2019 年比では 11.8％減となったが回復基調にある。また、市場規模で百貨店や量販店合計を

上回る専門店も、「ファッション業種では、外出需要の高まりにより、靴や鞄、スーツケース

などのファッション雑貨が好調」で売上を伸ばした。 

○基本的に店舗を持たないネット通販サイト「SHEIN」などの EC（電子商取引）が引き続き

伸長し、スマートフォン等を利用したオムニチャネル化（店舗とネットの融合・統合戦略）

が拡大。AI（人工知能）やウェアラブル IoT（モノのインターネット）を導入した様々な

新サービスによる接客・販売手法の変化。 

○メルカリに代表される二次流通（リユース）市場、また、サブスクリプション等の定額制

レンタルサービスなどシェアリングエコノミーの拡大。環境負荷への配慮などサステイ

ナブルな生活様式に対応した古着市場やリペア（修理・修繕）サービスの伸展。 
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4. 二次製品 
(1) 敷物類 

財務省統計によるじゅうたん類輸入状況は、2022 年の輸入数量が前年比 101.3％の 85,638

千 SM、輸入金額は前年比 121.4％で 82,589 百万円という結果であった。 

国土交通省住宅着工統計によると、2022 年新設住宅着工数は、持家は減少したが、貸家及び

分譲住宅が増加したため、全体では前年比 100.4％の 86.0 万戸となり微増となった。また、

国土交通省建築物着工統計によると、民間非居住者用建築物は、2022 年は、工場及び倉庫は

増加したが、オフィス及び店舗が減少したため、全体の着工床面積は前年比 0.5％減少の 4,365

万㎡となった。 

また、日本自動車販売協会連合会と全国軽自動車協会連合会が纏めた新車販売数は、

2019 年では前年比 1.5％減の 520 万台、2020 年は 12％減少の 460 万台、2021 年は 3.3％減の

445 万台、2022 年は 5.6％減少の 420 万台となった。コロナ禍、物流の停滞や自動車に用いら

れている半導体が世界的に不足、長期化したことによって、自動車メーカー各社は工場の

休止や減産を余儀なくされ、また、高齢化社会による運転免許を返納するドライバーの増加や

カーシェアリングのように個人所有せずにクルマを使うサービスの増加などにより販売台数が

減少となった。 

以上から、2022 年じゅうたん類関連の国内市場状況は、自動車向けは減少に推移したものの、

貸家、分譲住宅の需要堅調に推移したことに加え、新型コロナウイルス感染拡大による外出

自粛や在宅勤務の長期化などにより数量で前年並みの横ばい、金額では為替の影響からプラス

となった。 

(2) インテリア用品 

財務省統計によるインテリア用品の輸入は、巣ごもり需要によるタオル製品が牽引し、

数量ベースで前年比 103.7％の 160,185 トン、輸入金額が 128.5％の 208,831 百万円であった。

インテリア用品の内訳は、タオル製品が数量ベースで約 40％を占め、カーテン・ブラインドが

18％、毛布・ひざ掛けが 17％、室内用品が 7％と大きく 4 つに分かれる。タオル製品は、数量

ベースで前年比 107.7％の 63,473 トン、輸入金額は前年比 140.5％の 77,155 百万円、カーテン・

ブラインドは、数量ベースで 98.6％の 28,638 トン、輸入金額で 119.0％の 34,837 百万円、毛布・

ひざ掛けは、数量ベースで 95.4％の 24,385 トン、輸入金額で 122.1％の 31,819 百万円、室内

用品は、数量ベースで 89.7％、10,637 トン、輸入金額で 108.6％の 19,536 百万円となった。 

5. その他 
黄麻製品 

2022 年の黄麻は、降雨量が少なかったため良質なジュートの生産量も影響を受けたことをは

じめ、世界経済の減速、需要の縮小、ガス価格など生産コストの上昇により厳しい状況が続い

ている。一方、黄麻の性質が SDGs の目標 13「気候変動に具体的な対策を」と目標 15「陸の
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豊かさも守ろう」の達成に貢献することが出来ることにより注目が集まりつつある。そのよ

うな中、黄麻製品（原料、糸、紐・綱、織物、袋）の日本への輸入はコロナ禍以降の 2020 年、

2021 年と大きく減少した反動もあり数量で 7,127 トン、前年比 124.2％、金額では 2,145 百万

円、前年比 152.9％と金額・数量ともに増加となった。 

黄麻織物も数量 9,361 千 SM、110.3％、金額は 705 百万円、138.4％と大幅に増加した。 



11 

　　日本繊維輸入組合

数　　量 前年対比 金　額　（百万円） 前年対比

＜　糸　類　＞

絹     糸 トン 862 117.5 6,719 160.6

毛　　 糸 トン 3,814 155.8 10,946 196.2

綿     糸 トン 47,380 99.1 34,929 152.0

人繊 （長） 糸 トン 176,804 104.6 79,869 136.0

人繊 （短） 糸 トン 32,370 103.2 18,771 137.3

その他糸 トン 3,808 95.1 3,041 137.3

（　糸　類　計　） トン 265,038 103.8 154,276 143.7

＜　織　物　＞

絹   織   物 千SM 2,803 101.8 4,022 126.9

毛   織   物 千SM 10,416 156.2 14,024 172.2

綿   織   物 千SM 170,875 90.6 27,233 125.2

黄   麻   織   物 千SM 9,361 110.3 705 138.4

人   繊   織   物 千SM 624,363 110.1 60,524,060 140.8

(人繊（長）織物) 千SM (392,901) (107.0) (38,413) (136.3)

(人繊（短）織物) 千SM (231,462) (115.7) (22,111) (149.5)

ニット生地 トン 14,754 105.0 16,579 126.1

その他織物 トン 295,603 95.3 148,872 112.1

（　織　物　計　） トン 411,990 98.1 271,959 122.2

＜　衣　類　＞

ニット製衣類 千PC 2,336,287 100.3 1,519,334 123.7

ニット製外衣 千PC (1,457,697) (97.6) (1,226,900) (123.3)

ニット製下着 千PC (878,590) (105.1) (292,434) (125.5)

布帛製衣類 千PC 1,201,417 107.7 1,426,184 128.3

布帛製外衣 千PC (1,074,801) (109.2) (1,310,915) (128.8)

布帛製下着 千PC (126,616) (96.3) (115,269) (123.1)

その他衣類 トン 148,945 107.3 436,594 132.6

（　衣　類　計　） トン 1,002,621 103.2 3,382,112 126.7

＜　二　次　製　品　＞

じ ゅ う た ん 類 千SM 85,638 101.3 82,589 121.4

イ ン テ リ ア 用 品 トン 160,185 103.7 208,831 128.5

その他二次製品 トン 587,231 104.4 535,096 120.7

（　二 次 製 品 計　） トン 852,838 104.2 826,515 122.7

繊  維  製  品  計 トン 2,532,488 102.7 4,634,862 126.2

 ｺﾞﾑ､毛皮、皮革製衣類及び製品 トン 73,112 103.4 113,624 68.3

繊維原料 計 トン 258,466 107.3 89,659 149.6

(繭・生糸計) トン (349) (199.7) (2,524) (133.9)

繊　維　総　計 トン 2,864,066 103.1 4,838,144 124.1

出所：財務省貿易統計（確々報値）

繊維輸入総括表(2022年1～12月）
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第二 組合員の異動及び機構等 
 

2023 年 3 月 31 日現在 

Ⅰ. 組合員の異動 

年度初頭組合員数 
年度中の異動 年度末 

組合員数 加 入 脱 退 合 併 

正組合員数 42  2  40 

支店組合員数 12    12 

Ⅱ. 機  構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部  会 正 支 計 商品・市場・制度別委員会 

原 料 ・ 織 物 部 会 33 12 45 
繊維資材委員会 （10 名）

絹分科会 （4 名）

製 品 部 会 34 8 42 

アパレル委員会 （17 名）

アジア州分科会 （14 名）

ホームテキスタイル委員会 （7 名）

通 商 ・ 制 度 部 会 40 12 52 
CSR 委員会 （12 名）

ロジスティクス委員会 （13 名）

総     会 

企画委員会（17 名） 

理 事 会（20 名） 

顧   問（1 名） 

監 事 会（3 名） 

タスクフォース（8 名）
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Ⅲ. 役  員 

(敬称略)※印：員外理事 （2022 年 5 月 31 日(火)第 59 回通常総会選任） 

 氏  名 社  名 役  職  名 

理 事 長 森島 弘光 丸紅株式会社 執行役員 ライフスタイル本部長 

副理事長 大室 良磨 伊藤忠商事株式会社 繊維経営企画部長 

副理事長 岩佐 彰久 丸紅株式会社 ライフスタイル第三部長 

副理事長 乾澤 泰輔 三井物産株式会社 ブランド＆リテール事業部部長 

副理事長 木原 伸一 MN ｲﾝﾀｰﾌｧｯｼｮﾝ株式会社 代表取締役社長 

副理事長 西田 吉彦 西田通商株式会社 代表取締役 

副理事長 中村 靖明 双日株式会社 物資・繊維事業部副部長 

副理事長 矢部 恭秀 帝人フロンティア株式会社 執行役員 衣料繊維部門長補佐 

副理事長 坂本 友哉 豊田通商株式会社 繊維事業部長 

副理事長 八木 雄三 八木通商株式会社 代表取締役社長 

※専務理事 森   昇 事務局 専務理事 

※常務理事 竹内 友幸 事務局 常務理事 兼 大阪事務所長 

理   事 速水 隆夫 株式会社チクマ 海外販売部 部長 

理   事 芦田 尚彦 蝶理株式会社 執行役員 繊維第二事業部長 

理   事 中山 正輝 株式会社GＳＩクレオス 取締役 兼 専務執行役員 

理   事 川俣 雅義 興和株式会社 取締役 常務執行役員 

理   事 持木 重治 野村貿易株式会社 執行役員 ライフ部門長 

理   事 山田 和俊 神栄株式会社 繊維部長 

理   事 今村 真也 住友商事株式会社 リテイル事業第二部長 

理   事 藤原 清朋 田村駒株式会社 取締役 第 1 事業部長 

理   事 豊島 半七 豊島株式会社 代表取締役社長 

監   事 俣野 太一 日繊商工株式会社 代表取締役社長 

監   事 井ノ上 明 三共生興株式会社 代表取締役社長 

監   事 奥村 政博 東光商事株式会社 監査役 
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第三 事 業 の 概 要 
 

2022 年度における当組合事業は、組合員共通の利益の増進と繊維品輸入貿易の健全な発展を

図ることを目的に、各委員会等の事業計画に基づき企画委員会、理事会と審議を経て、種々の

事業活動を実施する予定であったが、コロナ禍も 3 年目に突入した 2022 年も、年初より新型

コロナウイルスの感染が急拡大、「第 6 波」では政府によるまん延防止等重点措置の発出があり、

2022 年 1 月の新年賀詞交歓会の中止、5 月の 2022 年度の通常総会の縮小開催など計画通りに

実施できない状況であった。7 月の第 7 波、12 月の第 8 波と感染のヤマの狭間の中で、ハイブリ

ット会議、セミナーや研修会はオンラインやオンデマンド配信などを活用しながら実施し、

2021 年度に比べると実施件数はほぼ同数ながらオンデマンド配信期間を月単位に拡大するなど、

受講者の利便性を重視し遂行した。なお、政府のウイズコロナ、社会経済活動の両立への政策

移行により、2023 年 1 月の新年賀詞交歓会は、感染予防対策を図り東京地区のみ開催した。 

本年度における主たる事業活動の概要は以下のとおりである。 

 

1. 輸入の秩序化と活性化に資するための情報収集、また、組合員及び関係当局等へ情報

提供を行い、相互に意見交換、意思疎通を進めた。 

 

2. 経済産業省通商政策局経済連携課の「EPA 活用推進会議」に繊維産業界代表として参画し、

経済産業省の補助事業「経済連携協定関連ツール開発実証事業」において、繊維業界における

EPA 申請に係る標準作業マニュアル作成に協力した。（P.23、38） 

 

3. 経済産業省製造産業局生活製品課及び日本繊維産業連盟が事務局となり設置された「繊維

産業技能実習事業協議会」において定められた「繊維産業における外国人技能実習の適正な

実施等のための取組」に基づき、現状、課題、違法事例とその対応等情報共有し、また、繊維

産業流通構造改革推進協議会による取引適正化の「自主行動計画」への取り組みなど組合員

への情報発信による普及啓発に努め、併せてアンケート等フォローアップを行った。（P.23、

36） 

 

4. 日本繊維産業連盟・通商問題委員会（第 142 回～第 145 回、計 4 回開催）に参画し、輸出

入貿易動向を把握すると共に、EPA を中心とした繊維通商問題について、情報交換等を

行った。（P.23） 

 

5. 日本繊維産業連盟は、2021 年度に各企業が社会的責任を果たし、ビジネスの進めやすい

環境を整備することを目的とした繊維版「責任ある企業行動ガイドライン」を取り纏める

ための「責任ある企業行動ガイドライン委員会（第 1 回～第 2 回、勉強会 3 回、計 5 回）」

を立ち上げこれに参画、2022 年 8 月 31 日に「繊維産業における責任ある企業行動ガイド

ライン」を発行した。（P.23、38） 
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6. 各商品別委員会、地域別・機能別委員会は各々の所管事業に関する活動を行った。（P.20） 

 

7. 財務省の令和 5 年度「関税改正要望」において「関税暫定措置法第八条」（加工再輸入

減税制度、通称、暫八）の適用期限の延長について当局へ要望した。また、財務省関

税局の加工再輸入減税制度に係る手続きの簡素化にむけたヒアリングに協力した。

（P.23、38、43） 

 

8. 財務省・税関原産地センターによる「経済連携協定（EPA）原産地規則セミナー（RCEP

協定・繊維製品を中心に）（実務者向け）」や税関 AEO センターによる「AEO 制度の

ご紹介」などを開催し、組合員企業の実務担当者の知識を深め業務効率化に寄与した。

（P.33） 

 

9. 税関講師「貿易実務研修会」、専門家講師「貿易実務の基礎研修会」、及び検査機関講師

「繊維の基礎知識」、また、インテリア関連のセミナーなど、組合員新入社員向け各種研

修会を実施し、組合員企業の人材育成に寄与した。その他組合員の関心の高い事項に

ついて各種セミナーを開催した。尚、今回の研修会、セミナーは、オンライン及びオン

デマンド配信にて開催。（P.30） 

 

10. 繊維貿易情報センターでは、中国、アセアン諸国を中心に情報収集に努め、「中国情報」

「ベトナム情報」を中心に各種情報のメール配信を行った。（P.27） 

 

11. 日本繊維輸出組合、（一社）テキスタイル倶楽部との合同事業として、上海駐在の組合員

企業間の情報交換を目的に設置している上海分会に、情報配信等を行った。（P.34） 

 

12. 組合員企業でベトナムに駐在員を置かれている企業の共通問題等について情報交換を

行い、問題事案などを抽出するとともに解決のため関係当局・機関との意見交換の開催、

または、セミナーや講演会などの勉強会を実施し、組合員企業の駐在員相互の情報共有と

親交の促進を図ることを目的とした「ベトナム分会」を設置した。（P.35） 

 

13. 中国、タイ、台湾、イタリア、ドイツ、インド、バングラデシュ、トルコ、パキスタン、

など海外関係機関及び国内関係機関との交流促進や、これらの機関が実施する我が国での

展示商談会の後援を行った。（P.27、29、33） 

 

14. 「組合運営に関するタスクフォース」を開催し、①組合の中期収支見通し、②次年度の

組合賦課金、③次年度の事業計画、等について検討を行い、結果を企画委員会に提言した。

（P.24） 
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15. 通関情報処理システムの組合員の輸出入情報を代行処理し、当組合ホームページ内で

組合員が閲覧可能な自社分の日次の輸出入データの情報提供を行った。（P.42） 

 

16.「繊維輸入統計年報」、その他各種統計資料を作成し、輸入組合のホームページに掲示し、

組合員への情報提供を行った。（P.41） 

 

17. 日本貿易会、日本繊維産業連盟等の国内関係諸機関、諸団体事業への協力を行った。

（P.39） 
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第四 総会・理事会・監事会 

Ⅰ. 総  会 

第 59 回通常総会 

日 時：2022 年 5 月 31 日（火）16 時 30 分～17 時 20 分 

場 所：東京會舘 7 階「ロイヤル」（東京都千代田区丸の内 3-2-1） 

議 長：諸藤理事長 

議 案：第 1 号議案 2021 年度 第 59 期事業報告書及び財産目録、貸借対照表、損益計算書、

剰余金処分、各案承認に関する件 

第 2 号議案 2022 年度 第 60 期事業計画書及び収支予算書、各案承認に関する件 

第 3 号議案 2022 年度「賦課金に関する規約(案)」の承認に関する件 

第 4 号議案 任期満了に伴う役員改選の件 

第 5 号議案 「委員会に関する規約一部変更（案）」の承認に関する件 

以上が審議され、承認された。 

Ⅱ. 理 事 会 

第 376 回 理事会 

日 時：2022 年 5 月 13 日（金） 

場 所：東京事務所 4 階「会議室」 

議 案：第 1 号議案 2021 年度 第 59 期事業報告書並びに財産目録、貸借対照表、損益

計算書、剰余金処分、各案承認に関する件 

第 2 号議案 2022 年度 第 60 期事業計画書並びに収支予算書、各案承認に関する件 

第 3 号議案 2022 年度「賦課金に関する規約の取扱いについて(案)」の承認に関する件 

第 4 号議案 2022 年度「ホームテキスタイル委員会事業計画(案)」の承認に関する件 

第 5 号議案 役員の任期満了に伴う「次期役員候補者の推薦(案)」の承認に関する件 

第 6 号議案 「委員会に関する規約一部変更案」の承認に関する件 

第 7 号議案 「各委員会の委員選出(案)」の承認に関する件 

第 8 号議案 「個人情報保護方針について(案)」の承認に関する件 

第 9 号議案 「第 59 回通常総会の開催日時及び場所(案)」の承認に関する件 



19 

第 377 回 理事会 

(輸出組合 第 69 回理事会との合同開催) 

日 時：2022 年 6 月 23 日（木）11 時 45 分～11 時 50 分 

場 所：東京本部事務所 4 階「会議室」 

議 長：森専務理事 

議 案：1.理事長及び理事長代行、副理事長、専務理事、常務理事、顧問の選任に関する件 

Ⅲ. 監 事 会 

日 時：2022 年 4 月 15 日（金） 

場 所：大阪事務所 

2021 年度（令和 3 年度）収支計算書等決算書に係る会計監査等が行われた。 
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第五 企画委員会及び商品・市場・制度別委員会等 

Ⅰ. 企画委員会 

企画委員会は、組合事業運営に関する諸事項や、商品別、市場別、機能別の各委員会・

分科会、また、組合運営に関するタスクフォースから、それぞれ提議された重要事項について

審議し、理事会に付議した。 

委員会（第 192～194 回）、議題・審議事項 

1. 第 192 回 

(1) 委員長の選任について 

(2) 2021 年度第 59 期期事業報告書及び財産目録、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分、

各案承認に関する件 

(3) 2022 年度第 60 期事業計画書及び収支予算書、各案承認に関する件 

(4) その他 

 

2. 第 193 回（輸出組合 2022 年度第 2 回企画委員会との合同開催） 

(1) 2022 年度正副委員長の選任について 

(2) 責任あるサプライチェーンに係る政府の取り組み等について 

ご説明：経済産業省 製造産業局 生活製品課 課長補佐 梅田 啓美 様 

(3) 「ベトナム分会」の設置について 

(4) ｢組合運営に関するタスクフォース｣の検討課題等について 

(5) その他（報告事項など） 

①日本繊維産業連盟「繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン」等について 

②「最近のＥＰＡ動向」及び「米国のウイグル強制労働防止法アンケート結果」について 

③バングラデシュ等の LDC 卒業勧告について 

④関税暫定措置法第 8 条（加工再輸入減税制度）の延長要望について 

⑤経済産業省/日本繊維産業連盟「繊維産業技能実習協議会」関連について 

⑥経済産業省「ＥＰＡ活用推進会議」関連について 

⑦2023 年賀詞交歓会の開催について 

 

3. 第 194 回（輸出組合 2022 年度第 3 回企画委員会との合同開催） 

(1) 最近の通商動向等について 

ご説明：経済産業省 製造産業局 生活製品課 課長補佐 梅田 啓美 様 

(2) ｢組合運営に関するタスクフォース｣での検討結果について 

(3) 2023 年の繊維製品輸入見通し(案)について 
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(4) 各委員会等による事業計画(案)について 

(5) 駐日トルコ共和国大使館への災害見舞について 

(6) 東京本部ビルの修繕について 

(7) 2023 年の繊維製品輸出見通し(案)について（輸出組合議題） 

(8) その他 

・関税暫定措置法第 8 条（加工再輸入減税制度）の延長要望について 

Ⅱ. 繊維資材委員会 

委員会（第 26 回）、議事内容、事業活動 

（輸出組合 第 1 回原料資材委員会との合同開催） 

(1) U.S.コットン・トラスト・プロトコルについて 

ご説明：一般財団法人日本綿業振興会 常務理事  福枡  浩 様 

事務局長次長 児玉 純子 様 

(2) 2023 年（スフ綿、合繊綿、人絹糸、化合繊長・短糸、その他糸、不織布）の輸出見通し

策定について（輸出組合議題） 

(3) 2023 年（綿糸、化合繊長・短糸、綿織物、化合繊長・短織物）の輸入見通し策定について 

(4) 各社の取引（営業）状況等について 

(5)その他（報告事項） 

①キュプラ及びリヨセルの混用率試験方法の制定について 

②バングラデシュ等の LDC 卒業勧告について 

 

※ 絹分科会 

委員会（第 61～62 回) 

(1) 輸入見通し策定について 

(2) 内外のシルク業界の動向について 

(3) 委員会の運営と委員会事業の検討 

・消費者意識調査アンケート結果について 

(4) その他（報告事項について） 

①バングラデシュ等の LDC 卒業勧告について 

②日本繊維産業連盟による「繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン」策定に

ついて 
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Ⅲ. アパレル委員会 

委員会（第 111 回）、議事内容、事業活動 

（輸出組合との合同開催） 

(1)「万博と拡張万博(＝万博の場所や期間を超えた活動)及び未来ビジネス」について 

ご説明：経済産業省 近畿経済産業局 2025NEXT 関西企画室 石原 康行 様 

(2) 日本繊維産業連盟の「繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン」の概要等に

ついて 

(3) バングラデシュの後発開発途上国（LDC）卒業勧告について 

(4) 2023 年のアパレル〔輸出/輸入〕見通し策定について 

(5) その他（報告事項、情報交換など） 

※ アジア州分科会 

委員会（第 125 回）、議事内容、事業活動 

(1) 委員長交代について 

(2) 講演：「中国経済の概況と日中経済交流のゆくえ」 

講師：一般財団法人日中経済協会 調査部次長 横山 達也 様 

(3) バングラデシュ LDC 等の卒業勧告について 

(4) アセアン・中国事情について（情報交換） 

(5) 2022 年の中国アジア地域よりのアパレル輸入回顧と 2023 年見通しについて 

Ⅳ. ホームテキスタイル委員会 

委員会（第 127～128 回）、議事内容、事業活動 

(1) 2022 年正副委員長選任について 

(2) 2023 年じゅうたん類輸入見通し策定について 

(3)「ファッションワールド東京（サステナブルファッション EXPO 秋）」について 

① 2022 サステナブルファッション EXPO 秋への出展報告 

② 2023 サステナブルファッション EXPO 秋への出展について 

(4)「インテリアファブリックス人材育成基礎講座」について 

(5) トルコ／デニズリからのデレゲーションについて 

(6) 各社の取引状況等について 

(7) その他（報告事項） 

・バングラデシュ等の LDC 卒業勧告について 
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Ⅴ. CSR 委員会 

委員会（第 6 回）、議事内容、事業活動（輸出組合との合同開催） 

(1) 委員の交代について 

(2) 「ボーケンのサステイナブル支援について」および「特定化学物質の環境への排出量の

把握等及び管理の改善の促進に関する法律(化管法)改正」について 

ご説明：一般財団法人ボーケン品質評価機構 安田 幸正 氏 

(3) 日本繊維産業連盟「責任ある企業行動ガイドライン」について 

(4) その他（報告事項、情報交換など） 

① 技能実習法に基づく行政処分について 

② 第 6 回自主行動計画フォローアップアンケート調査について 

③ その他 

Ⅵ. ロジスティクス委員会 

1. 委員会(第 118 回)議事内容、事業活動 

（輸出組合との合同開催） 

(1) 次年度以降の委員会活動について 

・NPO 法人輸出入手続サポートファームとの懇談 

(2) 通商関係 

① 経済連携協定等について 

② LDC の卒業について 

③ RCEP における HS2022, AJCEP における HS2017 への置換えについて 

(3) その他（情報共有、報告事項等） 

① 暫八の延長要望の進捗等について 

② EPA 活用推進会議について 

③ 事後調査結果について 

④ その他 

 

2. 関税制度等分科会（関西地区）（第 23 回）、議事内容、事業活動 

（輸出組合との合同開催） 

(1) 大阪税関との意見交換 

①EPA 利活用支援の取り組みについて 

ご説明：大阪税関業務部首席原産地調査官部門 首席原産地調査官 井﨑 孝和 氏 

原産地調査官   濱元   恒 氏 
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②AEO 制度について 

ご説明：大阪税関業務部 認定事業者管理官 宮川 新一郎 氏 

上席調査官    北川  尚  氏 

(2) 通商関係 

① 経済連携協定等について 

② 暫八の延長要望の進捗について 

③ バングラデシュ等の LDC の卒業について 

④ RCEP 協定における HS2022 に従った品目別規則への置き換えについて 

(3) その他（情報共有、報告事項等） 

① 事後調査結果について 

② その他 

 

3. 経済産業省等関係当局への協力・対応及び要望提出等 

(1) 令和 5 年度関税改正要望（加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第 8 条）の延長に

ついて）の提出 

(2) CPTPP の活用状況及び利用者意見・要望等の調査、情報提供 

(3) 国土交通省による「物流標準化の現状等の実態調査 標準化の実態についてのアンケート」

への協力 

(4) 財務省（経済産業省機構部経由）による関税率表解説及び分類例規の一部改正の検討に

伴うヒアリング及び情報提供への対応 

(5) 経済産業省による「米国ウイグル強制労働防止法案の影響についてのアンケート」への

協力 

(6) 財務省関税局による衣類・繊維製品の輸入に関するヒアリングへの対応 

(7) 財務省関税局業務課、東京税関業務部による、加工再輸入減税制度（関税暫定措置法

第 8 条）の手続き見直し（関税暫定措置法基本通達の改正）に伴うヒアリング、意見

交換への対応 

(8) 経済産業省令和 3 年度「経済連携協定関連ツール開発実証事業」における業界別 EPA

マニュアル・標準フォーマット作成への協力 

(9) 日印産業競争力パートナーシップ第 2 回繊維ワーキンググループ開催に伴うインド

ビジネスニーズ調査への協力 

Ⅶ. 組合運営に関するタスクフォース 

本機関は、①輸入組合の中期収支見通しのリバイス、②組合運営効率化、機能強化等の

検討及び対応、③今後新たに事業強化すべき課題、等これらに関する検討と推進を目的に

企画委員会の下部組織として設置された。2022 年度の主な活動内容は以下のとおり。 
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委員会（2022 年度第 1 回）、議事内容（輸出組合との合同開催） 

(1) 議長選出 

(2) 中期輸出入見通し等アンケート調査結果報告 

(3) 輸出組合の中期収支見通し、及び 2023 年度の賦課金率等について（輸出組合議題） 

(4) 輸入組合の中期収支見通し、及び 2023 年度の賦課金率等について 

(5) 2023 年度委員会等事業計画に関する検討 

(6) トルコ共和国における大規模地震被害に対する支援について 

(7) 東京本部ビルの修繕について 

(8) その他 
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第六 事 業 関 係 

Ⅰ. 2023 年 (令和 5 年) 新年賀詞交歓会 

 関西地区 中部地区 関東地区 

開 催 日 

新型コロナウイルス感染

拡大防止のため中止 

新型コロナウイルス感染

拡大防止のため中止 

2023 年 1 月 10 日 (火) 

会 場 東京會舘 

年 頭 挨 拶 森島 理事長 

来 賓 祝 辞 
経済産業省製造産業局 

橋本 審議官 殿 

乾 杯 発 声 
三井物産㈱ 

乾澤 副理事長 

司 会 岩佐 副理事長 

出 席 者 数 約 120 名 

Ⅱ. EPA/FTA 協議等への対応 

1．CPTPP の活用状況及び意見・要望等の調査、情報提供 

経済産業省より、CPTPPの活用状況及び問題点等に対する意見・要望等についての調査、

情報提供について要請があり、輸出・輸入組合のロジスティクス委員会を中心に対応を

行った。 

CPTPPについては、原産地規則がヤーンフォファードルール（3工程基準）で厳しいことや

ショートサプライリスト（供給不足の物品）など複雑な規定があることから、CPTPP参加国

との間で締結している他のEPA等の方が利用しやすく、また、CPTPP以外の協定を締結して

いない国については、米国の離脱により、日本との繊維品の輸出入取引が少ないため、殆ど

利用されていない状況にあることや米国の復帰や他の国が参加する場合においても、原産地

基準の緩和や複雑な規定の簡便化がされないと利用は難しいことなどについて回答した。 

 

2．日印産業競争力パートナーシップ繊維ワーキンググループ開催に当たるニーズ等調査 

経済産業省より、日印産業競争力パートナーシップ（IJICP：India-Japan Industrial 

Competitiveness Partnership）における第2回繊維ワーキンググループの開催に伴い、インド

市場への関心、インドからの輸入の可能性、日本政府を通じたインド政府への繊維産業に

関する要望等に関する調査、情報提供について要請があり、対応を行った。 

組合員へのアンケートを実施の上、インド市場への関心事項やインドからの輸入の可能性、

日印EPAの衣類の原産性における「関税分類を決定する構成部分」の解釈の導入や原産地
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規則が1工程基準に緩和されるRCEP協定への再参加、インド国内法令における州・地域間で

異なる規制や労働条件などに対する国としての一定条件のコミットメントなど組合員より

提出された意見、要望等について提出した。 

 

Ⅲ. 繊維貿易情報センター 

2005 年度から実施した繊維貿易政策研究と中国繊維情報センターを統合し、2006 年 9 月から

繊維貿易情報センターとして組合の事業活動の一環として設置された。2022 年度は前年に

引き続き中国情報、ベトナム情報の配信を行った。 

 

1．繊維貿易情報センターに研究員として次のとおり委嘱した。 

米良章生 上席研究員 繊維貿易政策担当 

神山義明 上席研究員 インド、南アジア地域担当 

古宮 滋 主任研究員 アセアン地域担当 

大谷 巖 主任研究員 EU 地域及び貿易手続き関係担当 

竹内忠男 主任研究員 ファッショントレンド･テキスタイル担当 

神谷憲一 主任研究員 貿易手続き、アセアン地域担当 

藤田 誠 研 究 員 ミャンマー担当 

 

2．情報配信事業 

(1) 中国情報 

2022 年度中に組合員に 25 回、中国等を中心に繊維取引・貿易に関わる法令・制度や

政策等の改変、関税、貿易統計、市場動向等に関わる種々の情報をまとめ、組合員に

配信した。 

 

(2) ベトナム情報 

2022 年度中に組合員に 13 回、ベトナムを中心に繊維取引・貿易に関わる法令・制

度や政策、貿易統計、市場動向等に関わる種々の情報をまとめ、組合員に配信した。 

 

3．研修会 

組合員の新入社員向けに、担当研究員が講師となり毎年 7 月と 2 月に、東京、大阪、名古屋で

「貿易実務の基礎研修」を行っていたが、新型コロナウイルス感染症予防の観点により 7 月と

2 月に録画配信（オンデマンド）にて開催した。 
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Ⅳ. 繊維製品の環境・安全問題への対応 

１．アゾ染料由来の「特定芳香族アミン」 

欧州や中国では、一部のアゾ染料から生成される「特定芳香族アミン」が規制されている。

日本繊維産業連盟（繊産連）は「繊維産業における環境･安全問題検討会」（現在は「繊維

産業における環境･安全問題委員会」に改称）を設置し、2009 年 12 月に「繊維製品に係る

有害物質の不使用に関する業界自主基準」（2016 年 9 月に「自主基準」を「ガイドライン」

に改訂・改称）を策定した。 

当組合は、この自主基準制定が極めて大きな影響を組合員に与えるものとして担当委員会を

中心に対応を検討し、また中国紡織工業協会（現在は中国紡織工業連合会）とも協力し、この

問題に対して対応を進めた。 

また、2016 年 4 月には「アゾ化合物を含有する染料が使用されている対象繊維製品」として

多くの繊維製品を対象とする法規制が施行された。 

 

2．ペルフルオロオクタン酸（PFOA）又はその塩 

ストックホルム条約第 9 回締約国会議（2019 年 5 月）において、新たな廃絶対象物質が

決定されたことを踏まえ、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（化審法）第 2 条

第 2 項に規定された第一種特定化学物質として「PFOA 又はその塩」が指定された。 

「PFOA 又はその塩」が使用されている場合に輸入することができない製品として、繊維品

関連では「はっ水性能又ははつ油性能を与えるための処理をした『生地・衣服・床敷物』」の

３品目が指定され、2021 年 10 月 22 日に施行された。 

また、PFOA を含めた PFAS（ペルフルオロアルキル化合物およびポリフルオロアルキル

化合物：有機フッ素化合物）については、衣類を含めた身近な商品や自動車・電子部品など

様々な産業で広く使用されており、一部の PFAS では、例えば PFOS や PFOA のように

難分解性、生物蓄積性および毒性が認められたことからストックホルム条約の規制物質に

登録されている。このように、一部の PFAS の安全性について懸念があることが発端となり、

欧州では PFAS 全体を視野に規制を実施する議論が進展している。PFAS は繊維業界にも

使用され規制が加速すると影響が出ることが懸念されることから、引き続き動向を注視

すると共に、適宜組合員に情報を提供したい。 
 

3．今後の対応 

（1）法規制に対する業界としての諸問題への対応の検討および情報提供 

（2）法律に基づく各地方自治体での店頭サンプル検査結果に関する情報収集 

（3）繊産連「繊維産業における環境･安全問題委員会」への参画 
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Ⅴ. 展示商談会への参加、協力、受け入れ 

展示商談会等/当組合後援名義付与 

名 称 会 期 会 場 主催者等 

Premium Textile Japan 2023 

Spring/Summer 

2022 

5/25～26 
東京国際フォーラム 

主催： 

一般社団法人 日本ファッション・

ウィーク推進機構 

第 30 回 インテリア ライフスタイル  6/1～3 東京ビッグサイト 
主催： 

メッセフランクフルト ジャパン(株) 

第 60 回モーダ・イタリア 2023 

春夏コレクション 
7/5～7 ベルサール渋谷ガーデン 

主催： 

イタリア大使館 貿易促進部 

第 24 回 

中国山東省輸出商品展示商談会 
8/23～25 

マイドームおおさか 

オンライン商談会 

主催：山東省商務庁 

共催：一般社団法人 日中経済貿易

センター、大阪商工会議所、 

山東省政府駐日本経済貿易事務所 

2022 浙江省輸出商品（大阪）交易会/

大阪国際ライフスタイルショー 
9/14～16 インテックス大阪 

主催：浙江省商務庁 

共催：浙江遠大国際会展有限公司 

(一財)大阪国際経済振興センター 

Premium Textile Japan 2023 

Autumn/Winter  
11/1～2 東京国際フォーラム 

主催： 

一般社団法人 日本ファッション・

ウィーク推進機構 

JFW ジャパン・クリエーション 2023 11/1～2 東京国際フォーラム 

主催： 

一般社団法人 日本ファッション・

ウィーク推進機構 

第 3 回中国遼寧省輸出商品展示会 11/29～12/1 
マイドームおおさか 

オンライン商談会 

主催：遼寧省人民政府 

共催：遼寧省商務庁、一般社団

法人 日中経済貿易センター、中国

銀行東京支店、大阪商工会議所 

第 61 回モーダ・イタリア 2023-24 

秋冬コレクション 

2023 

2/7～9 
ベルサール渋谷ガーデン 

主催： 

イタリア大使館 貿易促進部 

第 25 回 

中国山東省輸出商品展示商談会 
3/8～10 マイドームおおさか 

主催：山東省商務庁 

共催：一般社団法人 日中経済貿易

センター、大阪商工会議所、 

山東省政府駐日本経済貿易事務所 
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Ⅵ. 研修会、講演会、セミナー等の開催 

（1）繊維の基礎知識と品質評価 研修会 (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜Google Meet／ライブ配信＞ 

開 催 日：2022 年 7 月 15 日（金） 

申込者数：264 名 

講 師：一般財団法人 カケンテストセンター 

１．「繊維・糸・生地及び染色の基礎知識」 門  統子 氏 

２．「繊維製品の品質表示」 竹谷 佳子 氏 

３．「繊維製品の機能性とその評価」 増田 寛子 氏 

４．「クレーム事例について」 大嶋 有加 氏 

そ の 他：定員（120 名）を超えた申込者があった為、期間限定で動画配信を行った。 

（配信期間：7 月 25 日（金）～7 月 29 日（月）） 

 

（2）貿易実務の基礎 研修会 (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2022 年 7 月 22 日（金）～8 月 26 日（金） 

申込者数：262 名 

講 師：一般社団法人貿易アドバイザー協会会員 

（旧ジェトロ認定貿易アドバイザー） 大谷 巖 氏 

 

（3）第 1 回繊維入門セミナー (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2022 年 10 月 3 日（月）～31 日（月） 

申込者数：470 名 

講 師：一般財団法人ボーケン品質評価機構 

１．「衣料用繊維と糸及び織物とニットに関する基礎知識」 田島笑美子 氏 

２．「染色加工及び仕上げ加工に関する基礎知識」  濱田可奈子 氏 

 

（4）「－安心・安全のために－ 知っておきたい有害物質最新動向」及び「アウトドア製品の

性能評価」セミナー (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜Google Meet／ライブ配信＞ 

開 催 日：2022 年 10 月 28 日（金） 

申込者数：222 名 

講 師：一般財団法人 カケンテストセンター 門 統子 氏 

１．「化学物質規制の背景と実例、最新の動向」 

２．「アウトドア製品の性能評価」 

そ の 他：定員を超えた申込者があった為、期間限定で動画配信を行った。 

（配信期間：11 月 7 日（月）～15 日（火）） 
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（5）第 2 回繊維入門セミナー (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2022 年 11 月 1 日（火）～30 日（水） 

申込者数：469 名 

講 師：一般財団法人ボーケン品質評価機構 

１．「縫製品に関する基礎知識」 高柳 彩佳 氏 

２．「品質表示に関する基礎知識」 杉村佳代子 氏 

 

（6）第 31 回貿易実務 研修会 (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催場所：オンラインセミナー ＜ライブ配信＞ 

開 催 日：2022 年 11 月 8 日（火）、9 日（水） 

申込者数：183 名 

講 師：大阪税関 業務部 各担当官 

１日目 

１．「輸入申告手続き」について 通関総括第 1 部門 池田 上席審査官 

２．「品目分類（繊維関係）」について 関税鑑査官 登山 関税鑑査官 

３．「原産地規則」について 原産地部門 濱元 原産地調査官 

 

２日目 

１．「関税評価制度」について 関税評価部門 中島 関税評価官 

２．「減免税制度」について 通関総括第３部門 米田 総括審査官 

 

（7）インテリアファブリックス人材育成基礎講座 (共催：輸出組合) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2022 年 11 月 9 日（水）～19 日（土） 

ホームテキスタイル委員会の承認のもと、同委員会並びに輸出組合家庭用品

委員会メンバー企業を対象として実施した。 

申込者数：13 名（23 講座） 

講座科目：１．カーペット；カーペットの種類や製造過程、施行、法規制について 

２．カ ー テ ン；カーテンの形、生地の種類、縫製や機能について 

 

（8）第 3 回繊維入門セミナー (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2022 年 12 月 1 日（木）～28 日（水） 

申込者数：471 名 

講 師：一般財団法人ボーケン品質評価機構 

１．「品質評価試験方法及び評価基準に関する基礎知識」 和田 紗希 氏 

２．「機能性試験及び試験方法の基礎知識」 上田 伊織 氏 
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（9）第 4 回繊維入門セミナー (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2023 年 1 月 6 日（金）～31 日（火） 

申込者数：294 名 

講 師：一般財団法人ボーケン品質評価機構 

１．「アセアン生産で発生しやすい製品クレーム事例の紹介」 

村松 慶一 氏 並びに 桑久保 正通 氏 

２．「繊維製品のトラブル要因を考えよう！：染色堅牢度編 

～変色（汗耐光･窒素酸化物･フェノール黄変など）」 中尾 重生 氏 

 

（10）第 5 回繊維入門セミナー (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2023 年 2 月 1 日（水）～28 日（火） 

申込者数：291 名 

講 師：一般財団法人ボーケン品質評価機構 

１．「機能性の加工方法及びトラブル要因と対策 

～抗菌・制菌・抗ウイルス・はっ水～」 尾池 満広 氏 

２．「実際にあったトラブル事例から学ぶ品質表示～繊維製品」 

 山内 康嗣 氏 

 

（11）中国経済の概況と日中経済交流のゆくえ (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー 

配信期間：2023 年 2 月 20 日（月） 

申込者数：56 名 

講 師：一般財団法人日中経済協会 調査部次長 横山 達也 氏 

 

（12）貿易実務の基礎（実践編）研修会 (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2023 年 2 月 17 日（金）～3 月 17 日（金） 

申込者数：152 名 

講 師：一般社団法人貿易アドバイザー協会会員 

（旧ジェトロ認定貿易アドバイザー） 大谷 巖 氏 

 

（13）第 6 回繊維入門セミナー (共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜オンデマンド配信＞ 

配信期間：2023 年 3 月 1 日（水）～31 日（金） 

申込者数：269 名 
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講 師：１．「機能性を学ぼう！～試験結果の見方と捉え方」  

一般財団法人ボーケン品質評価機構 桑久保 正通 氏 

２．「ファスナーの種類とトラブル事例」 

ＹＫＫ株式会社ジャパンカンパニー 営業統括部 今村慎一氏並びに鈴木玲氏 

 

(14）EPA 原産地規則セミナー（RCEP 協定・繊維製品輸入を中心に）及び AEO 制度のご紹介 

(共催：輸出組合、テキスタイル倶楽部) 

開催方法：オンラインセミナー ＜Zoom／ライブ配信＞ 

開 催 日：2022 年 3 月 17 日（金） 

申込者数：114 名 

講 師：①EPA 原産地規則の概要 

財務省・税関 EPA 原産地センター 原産地調査官 出口 雅也 氏 

 上席調査官 柳井 大輔 氏 

 上席調査官 北川 晧子 氏 

 調査官 森江 雄也 氏 

 調査官 轆轤 哲次 氏 

②AEO 制度のご紹介 

東京税関業務部 AEO センター 上席調査官 戸沢  雅 氏 

 調査官 清田 公子 氏 

Ⅶ. 海外(含む駐日)関係機関等交流･協力等 

○  6 月 27 日（月）/（東京）駐日トルコ共和国大使館 商務部 首席商務参事官帰任に伴う、

表敬訪問。 

○  6 月 30 日（木）/（東京）ウズベキスタン共和国大使館参事官が来所されウズベキ

スタン繊維代表団来日に関する協力依頼及び意見交換が

行われた。 

○  7 月 29 日（金）/（東京）駐日インド大使館へ表敬訪問。 

○ 11 月 29 日（火）/（大阪）中国遼寧省展示会（開会式出席）。 

○ 12 月 14 日（水）/（東京）ベトナム分会設立等に関し㈱Ghibli Textile の中川氏と

意見交換を行った。 

○  2 月 10 日（金）/（東京）デニズリ・ホームテキスタイル・バイヤーズミッション

メンバー等とのオンラインによる「トルコテキスタイル

商談会」（デニズリ・ホームテキスタイル・バイヤーズ）に

関する事前打ち合わせ。 

○  2 月 27 日（月）/（東京）「トルコテキスタイル商談会」表敬訪問。 
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○  3 月 8 日（水）/（大阪）中国山東省輸出商品展示商談会（開会式出席）。 

○  3 月 27 日（月）/（東京）バングラデシュ独立建国記念式典参加。 

○  3 月 29 日（火）/（東京）パキスタン大使館商務参事官による表敬訪問。 

Ⅷ. 上海分会 

日本繊維輸出組合・日本繊維輸入組合、テキスタイル倶楽部 (第 7 回から参加) の 3 団体は、

合同事業として、組合員の上海駐在企業相互の情報交換と懇親を促進し、また、必要に

応じて中国現地での各社に共通する問題の情報交換やその対応等を検討するために、2006 年

（平成 18 年）8 月に「上海分会」を設立した。2022 年度に於いては、新型コロナウイルス

感染拡大の影響により開催を見送り情報共有のみ行った。 

 

「上海分会」会員会社名簿（2022年12月31日現在 21社/登録者数40名） 

会社名（現地） 会社名（現地） 

伊藤忠繊維貿易（中国）有限公司 帝人商事（上海）有限公司 

蝶理（中国）商業有限公司 神栄（上海）貿易有限公司 

科立思管理（上海）有限公司（GSI中国社） 双日繊維（上海）有限公司 

興和（上海）貿易有限公司 住衣時装国際貿易（上海）有限公司 

丸紅（上海）有限公司 三發成（上海）国際貿易有限公司 

丸紅繊維（上海）有限公司 瀧定大阪（上海）商貿有限公司 

三井繊維物資貿易（中国）有限公司 田村駒（上海）紡織品有限公司 

紹興凱越進出口公司杭州事務所 新東商国際貿易（上海）有限公司 

豊田通商（上海）有限公司 尼西則瓦（上海）貿易有限公司 

豊島國際（上海）有限公司 譜洛革時（上海）貿易有限公司 

八木通商（上海）有限公司  

<管理部門分科会> 

上海分会の会員企業からの要望により、組合員の現地各社に共通する人事管理、法務、

税務、財務等の管理部門が抱える諸問題について実務担当者による情報と意見の交換、

及び交流を目的として、2010 年（平成 22 年）9 月に｢上海分会｣の下に｢管理部門分科会｣

を新たに設置した。 

2022 年度に於いては、新型コロナウイルス感染拡大の影響により開催を見送り、情報

共有のみ行った。 
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Ⅸ. ベトナム分会 

中国での人件費の上昇やサプライチェーンの再構築などにより、生産拠点がアセアンや

バングラデシュへと移転する中、中国に次いで年々存在感が増しているベトナムには主要な

組合員企業が進出している。その一方で、ベトナムにおいても毎年人件費が上昇するなど

労務に係る問題、また、突然の法制度の通知、変更や未整備、法解釈の齟齬によるトラブル

など、現地駐在員は多くの共通問題に直面している。 

このような状況のもと、日本繊維輸入組合及び日本繊維輸出組合は、合同事業として、

組合員企業でベトナムに駐在員を置かれている企業の共通問題等について情報交換を行い、

問題事案などを抽出するとともに解決のため関係当局・機関との意見交換の開催、または、

セミナーや講演会などの勉強会を実施し、組合員企業の駐在員相互の情報共有と交流の促進

を図ることを目的とした「ベトナム分会」の設置について 2019 年度機関決定された。 

｢ベトナム分会｣の開催地についてはホーチミンまたはハノイとし、年 3 回を目途に開催する

予定。2023 年度から「ベトナム分会」を設立・運営するため、2023 年 3 月に事務局が訪越し

主要組合員企業と意見交換した。 

 

1.「ベトナム分会」会員名簿 

（2023年3月31日現在 13社/登録者数15名） 

会社名 現地企業名 

㈱エドウイン THE REPRESENTATIVE OFFICE OF EDWIN.CO.,LTD. 

㈱GSIクレオス 
GSI TRADING HONG KONG COMPANY LIMITED HANOI 

OFFICE 

㈱ゴールドウイン GOLDWIN SAI GON VIETNAM CO.,LTD 

一村産業㈱ CHORI VIETNAM CO., LTD 

伊藤忠商事㈱ PROMINENT (VIETNAM) COMPANY LIMITED 

MNインターファッション㈱ MN INTER-FASHION VIETNAM COMPANY LIMITED 

野村貿易㈱ 
NOMURA TRADING VIETNAM LIMITED LIABILITY 

COMPANY 

シキボウ㈱ SHIKIBO LTD. HO CHI MINH REPRESENATIVE OFFICE. 

㈱STX STX VIETNAM LIMITED LIABILITY COMPANY 

田村駒㈱ TAMURAKOMA VIETNAM CO.,LTD. 

帝人フロンティア㈱ TEIJIN FRONTIER (VIETNAM) CO., LTD. 

豊島㈱ TOYOSHIMA VIETNAM CO.,LTD. 

豊田通商㈱ 
TOYOTA TSUSHO FASHION EXPRESS VIETNAM 

COMPANY LIMITED 
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2．議題・テーマ（組合員企業の要望等検討し策定） 

(1) ベトナム商工省や VIETNAM TEXTILE & APPAREL ASSOCIATION(VITAS)との情報交換 

(2) 管理部門（総務・人事・財務）に係る勉強会・情報交換会 

＊雇用・労務問題の情報共有と対応 

・ベトナム労働法における厳格な超過勤務時間規制、最低昇給率の法定 

・外国人労働者の社会保険強制加入 

＊法制度の情報共有（未整備、突発的変更等）と対応 

＊行政手続きの情報共有（諸制度･慣行･非能率･遅延等）と対応 

＊今後施行され得る包括的個人データ保護法令の規制内容の情報共有と対応 

＊外資参入規制、ライセンス取得手続の煩雑･遅延、法制度の解釈相違など情報共有と対応 

＊Covid-19 禍の輸送遅延、運賃･製造原価高騰、操業制限、入国制限など情報共有と対応 

(3) 各種セミナーや講演会 

＊ベトナムまたはアセアンに関する EPA/FTA 等のセミナーと情報提供 

＊組合員企業のベトナム職員向けセミナー 

＊現地の小売市場や経済情報に関するセミナー 

＊現地に係る各種トピックに関するセミナー 

(4) 組合員駐在員間の交流促進 

＊交流会や親睦会の開催 

Ⅹ. 繊維産業技能実習事業協議会と取引適正化推進への対応 

1. 繊維産業技能実習協議会 

経済産業省と日本繊維産業連盟は、外国人技能実習に関し、繊維産業における法令

違反（最低賃金・割増賃金等の不払い、違法な時間外労働等）が多く指摘されていた

ことから、2018 年 3 月 23 日、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に

関する法律第 54 条第 1 項に基づき、繊維業界団体等を構成員とした「繊維産業技能実習

事業協議会」を設置し、2018 年 3 月 23 日に第 1 回会合を開催、2021 年度は第 10 回を

開催した。 

 

経済産業省と日本繊維産業連盟が事務局となり、第 1 回から第 3 回までの会合において、

協議会設置の主旨、運営方法、外国人技能実習制度の現状、課題及び問題点等について

認識するとともに対応等について検討し、第 4 回会合において、「繊維産業における外国人

技能実習の適正な実施等のための取組」を決定・公表した。取組の内容は、①技能実習に

係る法令遵守等の徹底、②取引適正化の推進、③発注企業の社会的責任（サプライチェーンに
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対する責任）、④業界団体における体制等の整備、などが挙げられ、業界団体主導により、

特に、大企業が率先して具体的行動をとることが求められ、業界団体と縫製業の受発注

企業が早急かつ重点的に「取組」への対応を求められている。 

 

2. 輸入・輸出組合の「繊維産業における外国人技能実習の適正な実施等のための取組」

への対応について 

2018 年 6 月 19 日、第 4 回繊維産業技能実習協議会において取り纏められた「取組」に

関し、当組合は輸出組合と共に「技能実習及び取引適正化推進分科会」を設置し 2018 年

9 月に第 1 回会合を開催、2019 年度から「技能実習及び取引適正化推進分科会」から

「委員会」へ改称し、更に、幅広く SDG’s に対応するため 2022 年 5 月の通常総会において

委員会名を「CSR 委員会」と改称し、第 6 回委員会を 11 月に開催した。 

 

3. 取引適正化の推進 

日本繊維産業連盟と繊維産業流通構造改革推進協議会（以下、SCM 推進協議会）は、経済

産業省が策定した「繊維産業における下請適正取引等の推進のためのガイドライン（以下、

ガイドライン）」に基づき、繊維産業における自主行動計画を 2017 年 3 月に策定し、繊維

産業のビジネスモデルの変化に伴い、今までの取引適正化に加え、法令遵守、労働環境確保

などについて、サプライチェーン全体の企業において社会的責任を有する旨を記載した

「取引ガイドライン第三版」を 2019 年 4 月に改訂した。 

また、中小企業庁が 2021 年 3 月 31 日に、(1)知的財産の取扱い、(2)手形等の支払サイトの

短縮化及び割引料負担の改善、(3)フリーランスとの取引、(4)親事業者に対する協議を下請

事業者から申し出やすい環境の整備などについて振興基準を改正したことに伴い、繊維業界の

実情を鑑みつつこれらの課題を反映させた改訂版「「繊維産業の適正取引の推進と生産性・

付加価値向上に向けた自主行動計画」（第 4 版）」が作成され、これらの組合員への情報発信

による普及啓発に努めるとともに、輸入・輸出両組合は、SCM 推進協議会の「取引改革

委員会」へ参画するとともに、自主行動計画の実態調査のための第 6 回フォローアップ

調査へ協力した。 

 

4. 日本繊維産業連盟「技能実習適正化推進委員会・取引適正化推進委員会」への参加（2 回） 

日時：2022 年 7 月 12 日（火） 

場所：野村コンファレンスプラザ日本橋６階大ホール（オンライン併用） 

議題 1．会員における委員会の開催状況について（総括） 

○外国人技能実習適正化に向けた会合 

対象：24 団体（開催済み：21 団体、未開催･開催予定有：2 団体、未定：1 団体） 

○取引適正化推進に向けた会合 

対象：24 団体（開催済み：21 団体、未開催･開催予定有：2 団体、未定：1 団体） 
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議題 2．取り組み状況について 

○2 団体より傘下企業が行政処分により技能実習計画の認定の取消しとなった旨

報告、労働基準法・技能実習法など労働関係の法令遵守の徹底、適正な取引条件

や労働環境の確保を自社のサプライチェーン全体での徹底について会員企業へ

依頼。 

議題 3．その他 

日時：2022 年 12 月 15 日（木） 

場所：野村コンファレンスプラザ日本橋 6 階大ホール（オンライン併用） 

議題 1．会員における委員会の開催状況について（総括） 

議題 2．取り組み状況について 

〇1 団体から傘下企業複数社が技能実習計画の認定取り消しとなった事業者と

取引があった旨報告、発注企業の社会的責任の重要性を考慮し、「繊維産業に

おける外国人技能実習の適正な実施等のための取組」の徹底を改めて依頼。 

議題 3．その他 

 

5. 日本繊維産業連盟・責任ある企業行動ガイドライン委員会への参加 

2021 年に経産省で開催された「繊維産業のサステナビリティに関する検討会」報告書に

おいて、ILO をはじめとした国際機関と連携し、企業がよりデュー・デリジェンスに取り

組みやすくするためのガイドラインの策定が望ましいとの結論から、各企業が社会的責任を

果たし、ビジネスの進めやすい環境を整備することを目的とし、ILO 駐日事務所の協力を

得て、繊維版「責任ある企業行動ガイドライン」が 2022 年 8 月 31 日に発行された。 

Ⅺ. 関係当局への対応 

1．経済産業省関連事項について 

(1) 令和 5 年度関税改正要望（加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第 8 条）の延長に

ついて）の提出 

(2) CPTPP の活用状況及び利用者意見・要望等の調査、情報提供 

(3) 米国ウイグル強制労働防止法案の影響についてのアンケートへの協力 

(4) 経済産業省令和 3 年度「経済連携協定関連ツール開発実証事業」における業界別 EPA

マニュアル・標準フォーマット作成への協力 

(5) 日印産業競争力パートナーシップ第 2 回繊維ワーキンググループ開催に伴うインド

ビジネスニーズ調査への協力 

(6) 組合員企業におけるサプライチェーン上の「技能実習計画の認定の取消しを行った

実習実施者」（厚生労働省定期公表）の有無の確認及び報告 
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2．財務省関連事項について 

(1) 財務省（経済産業省機構部経由）による関税率表解説及び分類例規の一部改正の検討に

伴うヒアリング及び情報提供への対応 

(2) 財務省関税局による衣類・繊維製品の輸入に関するヒアリングへの対応 

①過去の輸入額・輸入数量の動向、及びその背景事情 

②2022 年度の輸入額・輸入数量の見通し 

③国内市場の動向及び今後の見通し 

④海外における生産の動向及び今後の見通し 

⑤日本の繊維産業全般 

(3) 財務省関税局業務課、東京税関業務部による、加工再輸入減税制度（関税暫定措置法

第 8 条）の手続き見直し（関税暫定措置法基本通達の改正）に伴うヒアリング、意見交換

への対応 

 

3．その他関係当局について 

(1) 国土交通省による「物流標準化の現状等の実態調査 標準化の実態についてのアンケート」

への協力 

Ⅻ. 国内関係諸団体 

当組合は、国内関係諸団体の会員、協力団体として、その事業遂行に積極的に協力した。 

当組合が加入している国内関係諸団体は以下のとおりである。 

日本繊維産業連盟、（一社）日本貿易会、日本貿易振興機構（ジェトロ）、英国市場協議会、

（一社）繊維評価技術協議会、（公財）日本関税協会、繊維産業流通構造改革推進協議会 (繊維

ファッション SCM 推進協議会）、（一社）日中経済貿易センター、（一財）対日貿易投資交流

促進協会、NPO 法人 ザ・ピープル 

ⅩⅢ . PL 団体保険の実施 

当組合は、組合員の製造物責任対策として、組合員が輸入した繊維製品などが原因となり

消費者に事故が発生した場合、消費者に対する損害賠償など法律上の賠償責任負担を最大限に

補填するため、AIU 保険会社との間で組合独自の生産物賠償責任 PL 制度を 1995 年 7 月 1 日

より実施している。当制度実施以来、プリント顔料による皮膚障害の事故発生が確認されて

いるが、損失の全てに対し当制度によって補填されたとの報告を保険会社より受けている。 

なお、現在は、保険会社内の手続き等の厳格化により、保険会社と組合員の直接契約と

なっている。 
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ⅩⅣ . CSR について 

新興国への事業展開が進む中、自社工場やサプライチェーンにおける労働問題（児童労働、

強制労働、低賃金、劣悪な労働環境等）が、経営上のリスクとして大きくクローズアップされ

ている。 

労働問題への対応が不適切な場合、企業のブランドイメージの低下や、それに伴う売上の

減少、そして労働ストライキや訴訟へと発展し、企業の責任が厳しく問われることになる。 

このことから 2015 年度より、日本繊維輸入組合・日本繊維輸出組合・一般社団法人テキス

タイル倶楽部共催で、組合員への情報発信、情報交換を目的に、CSR セミナー・勉強会を

開催している。 

また 2018 年 3 月より、経済産業省製造産業局長主宰の繊維産業技能実習事業協議会への

参加に伴い、2019 年に組合内に「技能実習及び取引適正化推進委員会」（2022 年度より「CSR

委員会」に改称）を設置し、繊維産業において多く指摘されている外国人技能実習生に関す

る法令違反問題について、改善に取り組んでいる。（第五-Ⅴ・第六-Ⅹ） 
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第七 業務関係 

Ⅰ. ワシントン条約繊維関係品目に係る申請 

ワシントン条約「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約」により

国際取引が規制されている動植物及びその派生物に係わる輸入規制は、「外国為替及び外国

貿易法に基づく輸入貿易管理令」により行われている。 

ワシントン条約により規制されている動植物及びその派生物からなる繊維製品等の輸入に

際しては、輸入令に基づき輸入割当や事前確認等を受けなければならない。 

当組合は、組合員から要請があった場合、組合員が輸入する繊維製品等がワシントン条約の

対象となるか当局へ確認し、対象となる場合は輸入割当や事前確認の申請に必要な書類の記載

内容を確認するとともに当局へ申請代行する。 

ワシントン条約第 17 回締約国会合の結果を踏まえ、2017 年 1 月 2 日付にて改正された

附属書が発行された。その際に、附属書に記載される「ヒツジ」（羊毛、糸、ニット製品など

加工製品も含む）の学術名が変更となったことから、ワシントン条約で規制の対象外となって

いる種の「ヒツジ」が、輸入通関の際にストップしてしまうという事態が発生した。そのため

当局に対し、ワシントン条約で規制の対象外となっている「ヒツジ」について附属書より除外

するよう改善要請を行い、以降、「ヒツジ」に関して同様の問題は発生していない。しかしながら、

稀に「ヤギ」において、同様の要因で貨物がストップしてしまう事態が発生することを懸念

するが、これまでに大きな問題となっていない。 

Ⅱ.  広報、諸統計、その他 

1.「The Japanese Apparel Market ＆ Imports」について 

「日本のアパレル市場と輸入品概況」2022 年版について、市場規模、輸入統計、流通経路、

市場特性、輸入制度、輸入関税等の資料を収集し PDF ファイルとして作成（和・英文版）、

併せて組合 HP 等でも紹介し、組合員はじめ、国内外の関係機関及び関係業界の参考に供した。 

 

2. 組合 HP 掲示 

今年度は日本繊維輸出組合ホームページとの統合を図るとともに、従来どおり CCIS（通関

情報システム）情報オンラインサービスと併せて HP を公開し、各種案内や制度変更の通知、

会議と催事、各種報告書、各種統計等を掲載したほか、重要または緊急性のある情報を迅速に

掲載する等組合員への情報サービスを強化するなど HP の利用推進を図った。 

URL https://jteia.org/ 
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3. 諸統計の作成 

（1）通関情報処理システム（CCIS） 

①下記の CCIS データ項目の内容で、組合員の貿易データの電算処理を行った。 

輸入：申告番号、許可年月日、荷主 SECTION コード、荷主 REF No、データ区分、

申告等種別コード、申告税関コード、申告等年月日、輸入者コード、B/L 番号/AWB

番号、貨物個数・重量、インボイス価格、通関金額、評価申告区分コード、関税

免税額合計、関税減税額合計、関税額合計、内国消費税、品名、関税課税価格、

関税率、関税率区分コード、関税額、関税減免税額、関税減免税適用条項、品目

コード、数量、減免税コード、原産地名、原産地証明書識別、審査検査区分識別、

インボイス番号、荷主自由記事欄など 

輸出：申告番号、許可年月日、荷主 SECTION コード、荷主 REF No、データ区分、

要船積確認記号、輸出管理番号、申告種別、輸出者コード、輸出者名、貨物個数・

重量・容積、仕向地、積込港、輸出承認証区分、インボイス価格、FOB 価格、

事前検査済貨物識別、仕向人名、品目コード、原産地コード、輸出貿易管理令別表

コード、他法令コード、関税減免戻税コード、内国消費税免税コード、申告価格、

コンテナ番号、インボイス番号、通関業者名、荷主自由記事欄、輸出承認証等識別、

AWB 番号など 

 
② これらのデータを基に作成した、各組合員の自社に関する輸出入の諸統計情報及び

CCIS の日次原データを、組合のホームページからダウンロードして閲覧することができる

サービスを今年度も継続して実施した。 

 

(2) 輸入貿易統計 

① 月表 

毎月 29 日頃に財務省ホームページ等から通関実績を入手し、主要品目統計（生糸・絹糸、

正絹織物、絨毯、ニット・布帛製衣類など）を作成し、当組合のホームページに掲載。また

「繊維輸入統計年報」および「繊維輸入統計月表」を毎月作成し掲載した。 

 

4. 登記・届出関係 

① 2022. 6. 10 2021 年度（第 59 期）事業報告書の承認届（経済産業大臣） 

② 2022. 7. 21 役員に関する変更届（経済産業大臣） 

③ 2022. 8.  9 代表理事変更登記 
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添付書類（要望書等） 

Ⅰ. 加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第8条）の延長について 

令和４年７月××日 

日 本 繊 維 産 業 連 盟 

会長 鎌原 正直 

経済産業大臣 

萩生田 光一 殿 

 

要  望  書 

 

加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第８条）の延長について 
 

平素は繊維業界のため格別のご配慮を賜り厚く御礼申し上げます。 

表記の加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第８条）の延長につきまして、

下記の通り要望致します。 

繊維業界では、流行の短サイクル化やアジア近隣諸国からの廉価品を中心に

衣類の輸入浸透率は９８％（令和３年数量ベース）と非常に高い水準にある中、

すでに国際分業体制を確立させ、当該加工再輸入減税制度（関税暫定措置法第

8条）を利用して、高付加価値な国産原材料（生地）の輸出を促し、海外にて製

品化して再輸入し消費者に適正価格で提供することによって産業・企業の強化

を図ってきております。 

日本で生産された生地のかなりの部分が輸出に向けられており、本制度の活

用によって生地生産に密接に関わりをもっている繊維産地の織物企業、編物企

業、染色加工企業をはじめとした関連企業の振興を企図しており、制度の延長

は日本国内の繊維産業の発展にとって不可欠なものとなっています。 

財務省資料によると減税規模は近年漸減傾向にありますが、繊維産業連盟の

会員におきましては、減税額が約７４億円と本制度の利用率は高くその役割は

非常に大きいものとなっております。 

適用期間の終了に伴い、制度活用による輸出と生産の機会を喪失することは

本制度の望むところではありません。また、本制度に代替する施策はありませ

ん。 

本制度は令和５年３月３１日が期限となっており、制度の延長について、国

内の繊維業界を代表して、お願い申し上げます。 

 

以 上
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（別紙） 

 

日本繊維産業連盟 会員２８団体 

 

日本紡績協会 

日本化学繊維協会 

日本羊毛産業協会 

日本綿スフ織物工業連合会 

日本絹人繊織物工業組合連合会 

日本毛織物等工業組合連合会 

一般社団法人 日本染色協会 

日本毛整理協会 

日本ニット工業組合連合会 

日本靴下工業組合連合会 

日本輸出縫製品工業組合 

日本繊維輸出組合 

日本織物中央卸商業組合連合会 

日本撚糸工業組合連合会 

日本麻紡績協会 

日本繊維染色連合会 

日本タオル工業組合連合会 

日本製網工業組合 

日本繊維輸入組合 

協同組合 関西ファッション連合 

一般社団法人 日本アパレル・ファッション産業協会 

一般社団法人 日本インテリア協会 

全日本婦人子供服工業組合連合会 

日本被服工業組合連合会 

日本アパレルソーイング工業組合連合会 

一般社団法人 日本ボディファッション協会 

一般社団法人 日本ユニフォーム協議会 

一般社団法人 繊維評価技術協議会 


